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しかし、それでは、財政的基盤の脆弱な小規模な会社が倒産した場合、会社に対 して請求権を
有する第三者が会社財産だけから弁済を受ける可能性は極めて低い。そこで、会社法266条ノ31








































それに対 し、代表取締役 は、対外的には会社 を代表し、対内的には業務 を執行 し、常務の決
定 ・執行をなす取締役であって、会社の必要常設の機関である。
代表取締役の他の代表取締役 または平取締役に対する監視義務については、学説 ・判例 ともに
これを肯定している。もっとも、その根拠について、判例の多 くが、会社業務全般にわたる代表
取締役の注意義務ないし忠実義務に求めているのに対 し、学説の多 くは、代表取締役の業務執行










務担当取締役は、平取締役 よりも会社業務に深 く関与 していることから、たとえ取締役会に上程
されていない事項であっても、業務上の不適正な行為を平取締役 よりも容易に発見しうる立場に
あると言える。したがって、代表取締役や業務担当取締役は、尽 くすべ き注意義務が平取締役 と
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[注]
1)島 袋鉄 男 ・会 社 法 判 例 百選 第6版(1998年)123頁、 河 本 一郎 ・私 法42号(1980年)97頁



























被告Yは 、中学を卒業 した後、Tの もとで職人として働 き、パチンコ店のマネージャー等










Y2の私的消費行為は、代表取締役の任務に違反 し、 また、Y3は 、名目的取締役、 とは






Y4は、 自己の経営する訴外会社が被告会社に対 し金1億 円の融資をしていたことから、
被告会社の営業内容についても融資者 として相応の関心を持っており、被告会社の在庫状況
等を示すホワイ トボー ドの記載に注 目していた事実、及び、被告会社において訴外会社の融
資額である金1億 円前後の在庫が確保 されていることを確認 していた事実を認めることがで
きる。そして、前期認定の とお り、被告Y4に おいて、訴外会社以外に、原告が被告会社に
対 し総額金2億5千 万円もの多額の金員を融資していた事実を認識 していなかったことから
すれば、右ホワイ トボー ドの記載による被告会社の営業状態の把握を超えて、会計帳簿の閲覧
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[注]
1)判 例 時報1691号(2000年)4頁
2)島 袋鉄 男 ・前 掲123頁
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thefact,thesituationmaybecomplicated.
Second,accommodationchiefdirectorisdischargedonlyby"AdequateCausation".
Iwillkeepwatchingwhatchangetheseamendmentswillbring.
